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町職員の給与などを公表します 

  

最上町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年最上町条例第20号）第5条の規定

に基づき、平成28年度における最上町の人事行政の運営等の状況について公表します。 

     

平成２９年１２月 １日  

 

                                            最上町長 髙 橋 重 美 

1111    職員の任免及び職員数等に関する状況職員の任免及び職員数等に関する状況職員の任免及び職員数等に関する状況職員の任免及び職員数等に関する状況    

(1)(1)(1)(1)    職員の総数職員の総数職員の総数職員の総数    

 一般職の職員の定数と現在の職員数   （各年4月1日現在） 

職員定数 平成29年の職員数 平成28年の職員数 平成27年の職員数 

235人 183人 186人 184人 

 (注）職員数は、町長、副町長及び教育長を除いた数です。 

(2)(2)(2)(2)    部門別職員数の状況と主な増減理由部門別職員数の状況と主な増減理由部門別職員数の状況と主な増減理由部門別職員数の状況と主な増減理由            (各年4月1日現在)    

区  分 職員数(人) 
対前年 

増減数 

主な増減理由 

部  門 平成29年 平成28年 

一般行政 

部  門 

議  会 2 2   

総  務 28 28   

税  務 8 9 －1 課長補佐職 2名体制から 1名体制による減 

農林水産 10 11 －1 課長補佐職 2名体制から 1名体制による減 

商  工 8 7 1 エネルギー産業業務充実による増 

土  木 8 9 －1 ﾓﾃﾞﾙﾀｳﾝ集合住宅建築完成に伴う業務減 

民  生 25 21 4 保育業務の充実、ﾌﾟﾗｻﾞ統括業務による増 

衛  生 8 8   

小  計 97 95 2  

特別行政 

部    門 

教  育 21 22 －1 退職者不補充による減 

小  計 21 22 －1  

公営企業 

等 部 門 

病  院 52 55 －3 退職者不補充による減 

介護老人施設 1 1   

水  道 2 2   

下 水 道 1 1   

国民健康保険 3 4 －1 社協からの職員派遣による減 

介 護 保 険 6 6   

小   計 65 69 －4  

合    計 183 186 －3  

  (注) 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員など

を含み、臨時又は非常勤職員を除く。 
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(3)(3)(3)(3)    年齢別職員数の状況年齢別職員数の状況年齢別職員数の状況年齢別職員数の状況    

    年齢別職員数の状況（平成29年4月1日現在） 

区分 10代 20代 30代 40代 50代 合計 

男性 1人 20人 26人 16人 28人 91人 

女性 1人 19人 24人 30人 18人 92人 

合計 2人 39人 50人 46人 46人 183人 

(4)(4)(4)(4)    採用者の数採用者の数採用者の数採用者の数（平成29年度 職種別採用者の数） 

一般事務職 保育士・幼稚園教諭 看護・保健職

4人 2人 1人 

(5)(5)(5)(5)    退職者の数退職者の数退職者の数退職者の数（平成28年度 事由別退職者の数）    

 定年 勧奨 自己都合 その他 計 

一般事務職 4人  1人  5人 

保育士･幼稚園教諭職    1人 1人 

看護保健職 2人  2人  4人 

教育職    1人 1人 

計 6人  3人 2人 11人 

(6)(6)(6)(6)    再任再任再任再任用の状況用の状況用の状況用の状況（平成（平成（平成（平成22228888年度）年度）年度）年度）    

 常時勤務 短時間勤務 

一般事務職   

保育士･幼稚園教諭職   

技能労務職   

医療技術職   

看護保健職   

(7)(7)(7)(7)    身体障害者の任用状況身体障害者の任用状況身体障害者の任用状況身体障害者の任用状況    

法定雇用率 平成29年度 平成28年度 平成27年度 

2.3％ 0.9％ 1.65％ 1.72％ 

(8)(8)(8)(8)    採用試験の実施状況採用試験の実施状況採用試験の実施状況採用試験の実施状況（平成29年度） 

 受験者 最終合格者 倍率 

一般事務職 

24人 4人 

1.7倍 

9人 2人 

保育士 

幼稚園教諭 

7人 2人 

2.9倍 

7人 2人 

看護保健職 

1人 1人 

1.0倍 

1人 1人 

(注) 下段の人数は、女性の内数。 
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2222    職員の給与の状況職員の給与の状況職員の給与の状況職員の給与の状況    

(1)(1)(1)(1)    人件費の状況人件費の状況人件費の状況人件費の状況    

 （平成28年度 一般会計決算） 

区 分 

住民基本台帳人口 

(平成29年3月31日現在) 

歳出額(A) 

(千円) 

人件費(B) 

(千円) 

人件費率 

(B／A) 

平成28年度 8,951人 7,254,651 1,015,779 14％ 

 （平成28年度 病院事業会計決算） 

区 分 

歳出額(A) 

(千円) 

人件費(B) 

(千円) 

人件費率 

(B／A) 

平成28年度 1,128,225 373,431 33.1％ 

(注)  人件費には、町長、副町長、教育長、議会議員などに支給される給料、報酬などを含みます。 

(2)(2)(2)(2)    職員給与費の状況職員給与費の状況職員給与費の状況職員給与費の状況    

 （平成29年度 一般会計当初予算） (単位:千円) 

 （平成29年度 病院事業会計当初予算）                (単位:千円) 

 (注) 職員数には、町長、副町長、教育長を含みません。 

職員手当には、退職手当を含みません。 

(3)(3)(3)(3)    職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況                （平成29年4月1日現在）    

 

 

区 分 

職員数 

(A) 

給  与  費 
1人当たり 

の給与費 

(B／A) 

給 料 職員手当 

期末勤勉 

手当 

計 

(B) 

平成29年度 122人 433,764 61,825 168,192 663,781 5,440 

区 分 

職員数 

(A) 

給  与  費 
1人当たり 

の給与費 

(B／A) 

給 料 職員手当 

期末勤勉 

手当 

計 

(B) 

平成29年度 54人 224,944 81,802 87,957 394,703 7,309 

区   分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 

町職員 304,812円 341,094円 39.8歳 

県職員 342,900円 422,800円 44.1歳 

技能労務職 

町職員 364,433円 434,735円 50.9歳 

県職員 336,800円 376,600円 48.10歳 

看護保健職 町職員 330,180円 396,565円 44.5歳 

医療技術職 町職員 315,363円 360,252円 40.4歳 
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(4)(4)(4)(4)    職員の初任給・経験年数別・学歴別平均給料月額の状況職員の初任給・経験年数別・学歴別平均給料月額の状況職員の初任給・経験年数別・学歴別平均給料月額の状況職員の初任給・経験年数別・学歴別平均給料月額の状況                (平成29年4月1日現在)    

 (注) 空白は該当者がいない区分です。 

(5)(5)(5)(5)    一般行政職の級別職員数の状況一般行政職の級別職員数の状況一般行政職の級別職員数の状況一般行政職の級別職員数の状況            （平成29年4月1日現在）    

(注) 最上町職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表(一)の級区分による職員数です。 

    標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

(6)(6)(6)(6)    職員手当の状況職員手当の状況職員手当の状況職員手当の状況                （平成29年12月1日現在） 

  ○ 期末勤勉手当・退職手当 

 区  分 最上町 国 

期末勤勉手当 

項  目 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

 6月期 1.225月 0.85月 

同 左 

12月期 1.375月 0.85月 

計 2.60月 1.7月 

職制上の段階、職務の

級等による加算措置 

有 

区  分 最上町 国 

退職手当 

項  目 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続20年 20.445月分 25.55625月分 

同 左 

勤続25年 29.145月分 34.5825月分 

勤続35年 41.325月分 49.59月分 

その他加算措置 

定年前早期退職特例措置

一年につき2％加算 

1人当たり平均支給額 15,667千円 － 

(注) 退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度(H2８)に退職した全職種に係る職員に支給された 

平均額です。 

区   分 初任給 

経験年数 

10～14年 

経験年数 

15～19年 

経験年数 

20～24年 

一般行政職 

大学卒 171,300円 268,700円 315,000円 375,700円 

短大2卒 159,300円 277,600円 288,700円 362,200円 

高校卒 149,300円 241,700円 294,700円 347,200円 

技能労務職 高校卒 139,400円 - - - 

看護保健職 

短大3卒 200,200円 - - - 

大学卒 209,800円 - - - 

医療技術職 

短大3卒 177,000円 - - - 

大学卒 188,500円 - - - 

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 合計 

標準的な 

職務内容 

主事 主任 

係長 

主任 

係長 

主査 

課長補佐 

冠主査 

課長 － 

職員数 31人 27人 19人 12人 22人 13人 124人 

構成比 25.0％ 21.8％ 15.3％ 9.7％ 17.7％ 10.5％ 100％ 
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  ○ 扶養手当・住居手当・通勤手当 

  ○ 調整手当・特殊勤務手当 

調整手当 

（28年度決算） 

支 給 率 0％ 

支給対象職員数 0人 

支給対象職員１人当たり平均支給月額 0円 

 

 

特殊勤務手当 

 

28年度病院会計 

決算 

区分 医師職・看護師職 

職員全体に占める手当支給職員の割合 54.5％ 

支給職員1人当たり平均支給年額 851千円 

代表的な手当の名称 医師手当・深夜看護手当 

(注) 一般行政職、技能労務職員についての支給実績はありません。 

    平均支給月額は、平成28年度決算額を支給職員数で除したものです。 

  ○ 時間外手当 

時間外勤務手当 

（28年度普通会計決算） 

支給総額 23,655千円 

職員1人当たり支給年額 227千円 

 

時間外勤務手当 

（28年度病院会計決算） 

支給総額 13,976千円 

職員1人当たり支給年額 280千円 

(7)(7)(7)(7)    特別職等の報酬等の状況特別職等の報酬等の状況特別職等の報酬等の状況特別職等の報酬等の状況            （平成29年12月1日現在） 

区分 報酬月額等 期末手当 

特別職給料 

町  長 820,000円 

  6月期 1.45月分 

 12月期 1.55月分 

     計 3.0月分 

副町長 620,000円 

教育長 575,000円 

議員報酬 

議  長 316,000円 

253,000円 

233,000円 

副議長 

議  員 

(注)期末手当については、報酬月額に、加算率（1.40）を乗じて得た額が支給されます。 

区 分 最  上  町 
国 

扶養手当 

配偶者を有する場合 

配偶者                10,000円 

子                8,000円 

父母等              6,500円 

配偶者がいない場合 

子                  10,000円 

父母等                9,000円    

特定期間（子15～22歳）の加算     5,000円 

同 左 

住居手当 

借家・借間居住者12,000円を超える家賃の額に応

じて支給最高 27,000円 

限度額 27,000円 

通勤手当 

交通機関利用者運賃相当額の範囲内で支給 

自動車等利用者 片道2Km以上から通勤距離に 

                応じて支給 

                 （2,500円から30,000円） 

通勤距離別の支給額が

一部異なる 
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(8)(8)(8)(8)ラスパイレス指数の状況ラスパイレス指数の状況ラスパイレス指数の状況ラスパイレス指数の状況    

平成28年 平成27年 平成26年 

平成25年 

(国公削減後) 

平成25年 

(国公削減前) 

平成24年 

100.3 99.2 99.1 97.8 104.1 96.2 

(注) ラスパイレス指数とは、国家公務員の俸給を100として見た場合に、最上町の給与水準を 

示す指数です。 

3333    勤務時間その他の勤務条件勤務時間その他の勤務条件勤務時間その他の勤務条件勤務時間その他の勤務条件    

(1)(1)(1)(1)    職員の勤務時間、休憩時間の概要職員の勤務時間、休憩時間の概要職員の勤務時間、休憩時間の概要職員の勤務時間、休憩時間の概要        （平成29年4月1日現在）    

職員の勤務時間は、原則として、8時30分から17時15分までの１日７時間45分、週38時間45分

です。12時から13時までは1時間の休憩時間です。 

(2)(2)(2)(2)    職員の年次有給休暇の取得状況職員の年次有給休暇の取得状況職員の年次有給休暇の取得状況職員の年次有給休暇の取得状況    

労働基準法の規定に従い、原則として1年に20日の有給休暇が与えられます。 

 

 

 

(3)(3)(3)(3)    特別休暇の概要特別休暇の概要特別休暇の概要特別休暇の概要    

年次有給休暇以外にも、特別な事由に該当する場合は、特別な休暇が認められます。 

主な休暇 付与日数 

骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間 

選挙権、公民権の行使のための休暇 必要と認められる期間 

裁判員、証人等として出頭する場合の休暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 1年度につき5日以内の期間 

結婚休暇 連続する５日間 

生理休暇 必要と認められる期間 

産前休暇 8週間 

産後休暇 

8週間（産前休暇が8週に満たない場合残余日数を

産後休暇に加えることができる（10週まで）） 

産前の時差通勤休暇 

勤務時間の始めと終わりにおいて、1日を通じて1時

間以内の必要と認められる時間 

産前産後の健診休暇 

母子健康法規定に基づく保健指導又は健康診査を

受ける場合(1日の範囲内で必要と認められる時間) 

育児時間 1日につき２回それぞれ30分以内(生後満1年まで) 

妻の出産に係る休暇 2日間以内の期間 

義務教育終了前の子の看護休暇 1年度に5日の範囲内の期間（2人以上の場合10日） 

要介護者の世話を行うための休暇 1年度に5日の範囲内の期間（2人以上の場合10日） 

忌引休暇 親族の区分により1日から10日までの期間 

父母の法要のための休暇 1日 

夏季休暇 1年に3日（7～9月） 

災害等による出勤が困難な場合の休暇 必要と認められる期間 

災害等による退勤が困難な場合の休暇 必要と認められる期間 

    

平成28年の平均取得日数 平成27年の平均取得日数 

8.7日 8.4日 
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(4)(4)(4)(4)    職員の育児休業制度の概要と取得状況職員の育児休業制度の概要と取得状況職員の育児休業制度の概要と取得状況職員の育児休業制度の概要と取得状況            （平成28年度） 

職員が育児をするための休業制度があり、最長3年間取得することができます。育児休業は1日

単位で、部分休業は時間単位で取得することができます。 

区  分 

取 得 者 数 

男性 女性 計 

育児休業  2人 2人 

部分休業    

(5)(5)(5)(5)    介護休暇制度の概要と取得状況介護休暇制度の概要と取得状況介護休暇制度の概要と取得状況介護休暇制度の概要と取得状況            （平成28年度） 

職員が要介護状態にある家族を介護するための休暇制度があり、連続する6月の範囲内におい

て取得することができます。介護休暇は、1日単位ではなく、時間単位で取得することもできます。 

区  分 

取 得 者 数 

男性 女性 計 

介護休暇    

    

4444    職員の分限処分及び懲戒処分の状況職員の分限処分及び懲戒処分の状況職員の分限処分及び懲戒処分の状況職員の分限処分及び懲戒処分の状況    

職員は身分を保障されていますが、一定の事由があれば、職を失ったり、降任されたり、給料を

減額されたりします。 

① 分限処分者 合計 2人（平成28年度） 

処分事由 降任 免職 休職 降給 計 

勤務実績が良くない場合      

心身の故障の場合      

職に必要な適格性を欠く場合      

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、

過員を生じた場合 

     

心身の故障のため、長期の休養を要する場合   2人  2人 

刑事事件に関し起訴された場合      

計   2人  2人 

② 懲戒処分者 合計 0人（平成28年度） 

処分事由 免職 停職 減給 戒告 訓告等 計 

一般服務違反関係       

公金公用物等取扱関係       

公務外非行関係       

交通事故・交通法規違反関係       

監督責任関係       

計       

(注) 地方公務員法以外の処分として訓告等の処分があります。 
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5555    職員の服務職員の服務職員の服務職員の服務の状況の状況の状況の状況    

(1)(1)(1)(1)服務に関する基本原則の概要服務に関する基本原則の概要服務に関する基本原則の概要服務に関する基本原則の概要    

基本原則 概   要 

職務専念義務 

職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行し

なければいけません。 

信用失墜行為の禁止 

職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行

為をしてはいけません。 

営利企業等の従事制限 

営利企業等に従事することは制限されており、従事する場

合には許可を受けなければなりません。 

争議行為等の禁止 職員は争議行為等が禁止されています。 

守秘義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

政治的行為の制限 

職員は政党その他の政治的団体の結成等に関与する等の政

治的行為が禁止されています。 

    

6666    職員の研修及び勤務成績の評定の状況職員の研修及び勤務成績の評定の状況職員の研修及び勤務成績の評定の状況職員の研修及び勤務成績の評定の状況    

(1)(1)(1)(1)    研修方針・体系の概要と実施状況研修方針・体系の概要と実施状況研修方針・体系の概要と実施状況研修方針・体系の概要と実施状況    

ア 最上町職員研修方針 

 「最上町人材育成基本方針」に掲げる「社会情勢や時代潮流の変化に対応して職務

を的確に処理していく」職員の実現を目指し、以下のような職員の育成に努めること

を研修の基本方針とします。 

 ・町民がまちづくりの主体であるとの意識を持った職員 

 ・町民に公正、公平、誠実に対応し、信頼される職員 

 ・広い視野と先見性を持った職員 

 ・自らの責任で考え、新たな課題に挑戦する職員 

イ 最上町職員研修の体系と実施状況 

①自主研修 

 自主研修とは、職員が自らの意思に基づいて個別的又は集団的に行う研修で、自己

の目標に向けて能力開発を目指して、自ら学習目標や計画等を樹立し、その過程や成

果を評価する一連の活動であり、研修の基本です。 

②職場研修 

 職場研修とは、職場において日常の職務を通して行われる研修で、部下の能力開発

のために職場の上司や先輩がそれぞれの仕事の内容に応じて計画的かつ継続的に部

下や後輩を指導し教育するものです。 

③職場外研修 

 職場外研修とは、職場から離れて直接の上司以外の者によって行われる研修で、研

修目標を共通にした多数の職員を対象に実施される研修です。 

 

区  分 

受講者数 

（平成28年度） 

市町村職員研修所等 

 における研修 

一般研修 13人 

専門研修 28人 
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    (2)(2)(2)(2)    職員の勤務成績の評定制度の概要職員の勤務成績の評定制度の概要職員の勤務成績の評定制度の概要職員の勤務成績の評定制度の概要    

Ａ 昇給の場合 

職員の昇給期（1月1日）に、所属長が、原則として各職員の1年間の勤務成績を判

定し、その結果、昇給の可否を決定している。 

Ｂ 昇格の場合 

昇任の時期または昇格基準を満たした時期に、各職員の当該職務の級に在級して

いる全期間の勤務成績を判定し、その結果、昇格の可否を決定している。 

7777    職員の福祉及び利益の保護の状況職員の福祉及び利益の保護の状況職員の福祉及び利益の保護の状況職員の福祉及び利益の保護の状況    

(1)(1)(1)(1)    健康診断の状況健康診断の状況健康診断の状況健康診断の状況            （平成28年度） 

健康診断の種類 受診者数 

人間ドック 11人 

定期健康診断 172人 

(2)(2)(2)(2)    職員互助会の共済給付事業職員互助会の共済給付事業職員互助会の共済給付事業職員互助会の共済給付事業            （平成28年度支払分） 

(3)(3)(3)(3)    公務災害補償の状況公務災害補償の状況公務災害補償の状況公務災害補償の状況            （平成28年度） 

 傷病 死亡 

通勤災害 0人 0人 

公務上の災害 0人 0人 

((((4444))))    勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況    

 職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適当な措置を講じるよう要求すること

ができます。 

  平成28年度 

措置要求件数 0件 

(5)(5)(5)(5)    不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況    

 職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申し立てを

することができます。 

  平成28年度 

不服申立件数 0件 

 

■問合せ 最上町役場総務課庶務係 ℡ 0233（43）2111 内線256 

給付事業の種類 給 付 の 内 容 受給者数 

死亡弔慰金 

会員死亡        100,000円 

配偶者死亡       100,000円 

一親等の親族     30,000円 

埋葬料   最低  100,000円 

3人 

結婚祝金 会員が結婚したとき 50,000円 8人 

入学祝金 小学校入学時 10,000円 5人 

災害見舞金 水震火災等で損害を受けた場合  100,000円以内 － 

予防接種助成金 ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種助成 1,500円 182人 


